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第 1章 国際貿易の概観：自由化への歩みと現状 

 

Web資料 1-2  IMF国際収支マニュアル第 6版に基づく国際収支統計の記述 

 

 本文の記述は，IMF 国際収支マニュアル第 5 版に基づくものである。しかし，2008 年

11 月に確定した第 6 版では，表記方法・計上基準・集計方法などの変更が行われた。例え

ば，国際収支統計の大項目が，経常収支，資本移転等収支，金融収支の 3 つになった。ま

た，対外資産の増加分がプラス，減少分がマイナスと表記されるようになった。日本銀行

によって集計・推計される日本の国際収支統計も，2014 年 1 月の取引計上分からこの第 6

版に基づくものになった。そこで，IMF 国際収支マニュアル第 6 版に基づく「第 4 節 国

際収支統計」を，Web 資料として作成した。なお，IMF 国際収支マニュアル第 6 版は，IMF

のウェブサイト（http://www.imf.org/external/pubs/ft/bop/2007/bopman6.htm，2015 年 2

月 26 日閲覧）から入手可能である。 

 

 国際収支統計の主な構成項目  

ある国と世界との間で行われる経済取引の特徴は，国際収支統計より把握できる。国際

収支統計とは，ある期間内における国内居住者と外国居住者との間の経済取引を体系的に

記録したものである。これは，国際経済を理解するための主要な統計の 1 つである。この

統計によって，本書で理論的・実証的に検討する国際貿易や国際投資の金額や推移を捉え

ることができる。そこで本節では，読者が国際収支統計を活用できるように，記録方法で

ある複式計上と主要構成項目の意味を説明する。 

国際収支統計の大項目として，経常収支（Current Account），資本移転等収支（Capital 

Account），金融収支（Financial Account）の 3 つがある。経常収支については，さらに貿

易・サービス（Goods and Services）収支，第一次所得（Primary Income）収支，第二次

所得（Secondary Income）収支の 3 つに分かれている。金融収支についても，直接投資

（Direct Investment），証券投資（Portfolio Investment），金融派生商品（Financial 

Derivatives (Other than Reserves) and Employee Stock Options），その他投資（Other 

Investment），外貨準備（Reserve Assets）の5つに分かれている。他に，誤差脱漏（Net Errors 

 補 論 



阿部顕三・遠藤正寛『国際経済学』有斐閣アルマ 

2 

 

and Omissions）という項目もある。 

経常収支の 3 つの内訳項目のうち，貿易・サービス収支は商品やサービスの貿易を，第

一次所得収支は労働所得や利子・配当金の受け渡しを，第二次所得収支は無償資金援助や

外国で働く労働者の本国送金などを，それぞれ扱う。また，資本移転等収支は，対価を求

めない資産の無償取引や，土地，特許権，著作権などの非金融非生産資産の取引などを計

上する項目である。さらに，金融収支には各種金融資産の受け払いが記載される。この金

融収支には，通貨当局の管理下にあってすぐに利用可能な対外資産である外貨準備の増減

も含まれる。最後に，誤差脱漏は統計上の誤差や脱漏と思われる金額である。 

 

 複式計上の原理  

国際収支統計は複式計上の原理に基づいて記録され，すべての国際取引は複式簿記のよ

うに「貸方(credit)」と「借方(debit)」に同額が記載される。当然，「貸方」の総額と「借

方」の総額は等しくなる。なお，「貸方」や「借方」という言葉は，「貸す」，「借りる」と

いう意味とは関係がない。「貸方」には，財・サービスの輸出，所得の受け取り，金融資産

（対外債権）の減少，金融負債（対外債務）の増加などが記載される。また，「借方」には

財・サービスの輸入，所得の引き渡し，金融資産（対外債権）の増加，金融負債（対外債

務）の減少などが記載される。 

国際収支統計では，経常収支と資本移転等収支については「貸方」と「借方」が表出さ

れ，金融収支では「資産（assets）」と「負債（liabilities）」，あるいは同じものであるが数

字の意味をより正しく反映させた表現の「資産純増（net acquisition of financial assets）」

と「負債純増（net incurrence of liabilities）」が表出される。ここで金融収支での「資産」

あるいは「資産純増」はネットでの対外資産増加分（金融資産取引の「借方－貸方」），同

じく「負債」あるいは「負債純増」はネットでの対外負債増加分（金融負債取引の「貸方

－借方」）のことである。（筆者注：「資産純増」と「負債純増」という言葉は，筆者による

仮訳である。日本銀行などの資料では，これらの言葉は使われていない。） 

ネット収支の算出方法は，経常収支と資本移転等収支は「貸方－借方」であるが，金融

収支は「資産－負債」あるいは「資産純増－負債純増」である。ただし，このネットの金

融収支を「貸方」と「借方」で表現すると，上記の定義から「借方－貸方」となる。これ

より，誤差脱漏を無視すれば，以下の関係が成り立つことがわかる。 

 

経常収支 ＋ 資本移転等収支 ＝ 金融収支 

 

複式計上の方法を，2 つの例を使って確認しよう。表 1－4 は，各事例について，日本の

国際収支統計にどのように記録されるかを示している。事例 1 は，日本の電機メーカーが

アメリカに 300 万ドル分の商品を輸出し，その代金を手形で受け取る取引である。日本か

らアメリカに輸出された商品は，貿易・サービス収支の「貸方」に記録される。また，ア
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メリカから受け取った代金相当の手形は，金融収支の「借方」に記録される。ネット収支

は，貿易・サービス収支ではプラス 300 万ドル（貸方の増加），金融収支ではプラス 300 万

ドル（資産の増加）である。 

表 1－4の事例 2は，第一次所得収支に関するものである。日本の保険会社が，保有する

アメリカ国債（財務省証券）から利子収入 50 万ドルを得て，これを保険会社が指定する銀

行口座に振り込ませる取引である。日本がアメリカから受け取った金融資産である利子収

入は，金融収支の借方に記載される。同時に日本は，この所得 50 万ドルの受け取りを，定

義により第一次所得収支の貸方にも記載する。ネット収支は，第一次所得収支ではプラス

50 万ドル（貸方の増加），金融収支ではプラス 50 万ドル（資産の増加）である。 

 

表1-4　複式計上の例（1）

貸方 借方 ネット収支

財・サービス 輸出 輸入
所得 受け取り 引き渡し
金融資産（対外債権） 減少 増加
金融負債（対外債務） 増加 減少

事例1：日本の電機メーカーの輸出

貿易・サービス収支 300万ドル ＋300万ドル
金融収支 300万ドル ＋300万ドル

事例2：アメリカ国債からの利子収入

第一次所得収支 50万ドル ＋50万ドル
金融収支 50万ドル ＋50万ドル

 

 

 貿易収支・サービス収支・第一次所得収支  

次に，表 1－5 の 2013 年における日本とその他の主要国の例を用いて，国際収支統計の

項目を説明する。ここでは，第二次所得収支を除く経常収支の各項目を見ていく。なお，

貿易・サービス収支は貿易収支とサービス収支に分け，さらに貿易収支については輸出と

輸入も記載している。他方，金融収支については，その内訳までは記載していない。 

まず，貿易収支は商品の国際取引を扱い，輸出額を「貸方」に，輸入額を「借方」に計

上する。2013 年では日本の商品輸出は 6949 億ドル，商品輸入は 7846 億ドルで，ネット収

支は 897 億ドルの赤字となっている。日本，アメリカ，イギリス，ドイツ，中国の貿易収

支を対 GDP 比で比較すると，アメリカやイギリスは赤字幅が日本より大きい反面，中国で

は黒字で，ドイツは中国よりも黒字幅が大きい。また，輸出や輸入の対 GDP 比を見ると，

ドイツは非常に大きいが，日本やアメリカは比較的小さい。 

サービス収支では，輸送，旅行，特許等使用料などのサービスの国際取引を計上する。
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貿易収支と同様，輸出額は「貸方」に，輸入額は「借方」に計上する。2013 年では日本の

サービス収支は 355 億ドルの赤字となっている。日本以外の国を見てみると，対 GDP 比で

イギリスが 4.3%と黒字幅が大きい。これには，国際金融センターであるロンドンを抱える

イギリスが輸出する金融サービスが大きく貢献している。 

 

表1-5　日本とその他主要国の国際収支統計（2013年）

金額
（単位　億米ドル）

日本 日本 アメリカ イギリス ドイツ 中国

経常収支 341 0.7% -2.4% -4.3% 6.9% 2.0%
貿易収支 -897 -1.8% -4.2% -6.3% 7.5% 3.8%
（輸出） 6,949 14.1% 9.5% 17.8% 38.6% 23.2%
（輸入） 7,846 15.9% 13.7% 24.1% 31.1% 19.4%
サービス収支 -355 -0.7% 1.3% 4.3% -1.7% -1.3%
第一次所得収支 1,693 3.4% 1.2% -0.6% 2.6% -0.5%
第二次所得収支 -101 -0.2% -0.7% -1.6% -1.5% -0.1%

資本移転等収支 -77 -0.2% 0.0% 0.3% 0.1% 0.0%
金融収支 -166 -0.3% -2.2% -4.3% 8.8% 1.2%
誤差脱漏 -429 -0.9% 0.2% -0.3% 1.8% -0.8%

（注）　項目は国際通貨基金（International Monetary Fund）の国際収支マニュアル第6版に基づく。
　　　　中国のデータには香港，マカオ，台湾は含まない。
　　　　単位未満四捨五入のため，合計が合わないところがある。
（出所）　国際収支統計は Balance of Payments Statistics Yearbook (IMF)，
　　　　　国内総生産はWorld Development Indicators (World Bank)のデータから作成。

対GDP比

 

第一次所得収支では，居住者・非居住者の間の雇用者報酬や投資収益の受け渡しを扱う。

これらの所得を外国から受け取ればその金額を貸方に，外国に支払えば借方に計上する。

2013 年では日本の第一次所得収支は 1693 億ドルの黒字となっている。これは，外国が持つ

日本の債券や株式に比べて日本が持つ海外の債券や株式が非常に多く，そのため海外諸国

が対日投資から受け取る投資収益を日本が海外投資から受け取る投資収益が大きく上回っ

ていることによる。また，対 GDP 比では 3.4%で，表中の 5カ国の中で最も大きい。 

 

 金融収支  

金融収支は，居住者と非居住者との間で行われた金融資産・負債の受け払いを計上する

項目である。自国の居住者が保有する外国の金融資産としては，外国の国債，外国企業の

株式・社債，外国企業への融資・貿易信用，外国からの送金などがある。これらは，外国

の居住者にとっては自国に対して負う金融負債でもある。 

これらの金融資産・負債の国際取引のうち，自国の居住者が外国に持つ金融資産を売却

すれば対外金融資産の減少，外国の居住者が自国の金融資産を購入すれば対外金融負債の

増加となる。これらはともに「貸方」に記録される。また，自国の居住者が外国の金融資

産を購入すれば対外金融資産の増加，外国の居住者が自国に持つ金融資産を売却すれば対
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外金融負債の減少となる。これらはともに「借方」に記録される。 

なお，金融資産同士の取引では，ネットの金融収支は変化しない。表 1－6の事例 3でこ

のことを確認しておこう。表 1－4の事例 1の続きで，アメリカから得た手形の決済が終わ

り，銀行口座に振り込まれた 300 万ドルを使って，日本の電機メーカーが関係強化のため

アメリカの電機メーカーの株式を購入したとする。この取引では，アメリカから日本に株

式 300 万ドル分が引き渡されたので，同額が金融収支の「借方」に記録される。同時に，

日本からアメリカに代金 300 万ドルが払い出されたので，これは金融資産の外国への引き

渡しであり，同額が金融収支の「貸方」に記録される。この結果，金融収支のネット収支

には変化がない。 

 金融収支には，外貨準備の取引も含まれる。外貨準備とは，通貨当局（日本であれば，

日本銀行と財務省）の管理下にあってすぐに利用可能な対外資産のことである。外貨準備

は外貨証券や外貨預金などの形で保有される。金融収支全体では，自国資産を売却して外

貨準備を積み上げても，逆に外貨準備を切り崩して自国資産を購入しても，事例 3 と同じ

ようにネット収支は変化しない。ただ，金融収支内の項目である外貨準備を見ると，外貨

準備の増減が把握できる。例えば，日本の通貨当局が円高を阻止することを目的に 100 万

ドル相当の円売りドル買い介入を行うと，通貨当局の購入したドルは外貨準備の借方に記

録される。また，支払われた 100 万ドル相当の日本円は，金融収支内の他の項目の貸方に

記録される。 

 

表1-6　複式計上の例（2）

貸方 借方 ネット収支

事例3：外国居住者との金融資産の取引

金融収支 300万ドル 300万ドル （変化なし）

事例4：日本の家族への送金

第二次所得収支 5万ドル ＋5万ドル
金融収支 5万ドル ＋5万ドル

事例5：発展途上国への無償資金援助

資本移転等収支 200万ドル －200万ドル
金融収支 200万ドル －200万ドル

 

 

表 1－5 の金融収支を見ると，日本は 2013 年においては 166 億ドルのマイナス（ネット

資産の減少）である。資産価値の変化を考慮しなければ，この分だけ日本の居住者の対外

純資産が減少している。また，対 GDP 比では最もネット資産の増加が大きい国はドイツ

（8.8%），最もネット資産の減少が大きい国はイギリス（－4.3%）である。 
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ここで，上述の国際収支統計の恒等式「経常収支＋資本移転等収支＝金融収支」を，各

国に適用してみよう。ドイツでは金融収支は大幅なプラス（8.8%）であるが，これは経常

収支，そしてその中の貿易収支の大幅なプラス（7.5%）に対応している。ドイツには，貿

易収支黒字によって得た資本を使って外国の金融資産を購入するという特徴が明瞭に表れ

ている。中国でも，経常収支と金融収支がプラスで対応していて，対外純資産を増加させ

ていることがわかる。中国の場合，対外資産の約 7 割は外貨準備である。 

日本もかつてはドイツのように，巨額の貿易収支黒字によって海外純資産を積み増して

いた。しかし，1980 年代に貿易収支黒字の対 GDP 比が最も高くなった後は長期低下傾向

をたどり，2011 年には暦年ベースでも年度ベースでも貿易収支が赤字となった。これに伴

い，金融収支の対 GDP 比のプラス幅も低下傾向を示している。しかし，過去の貿易収支黒

字を基にして日本の居住者が保有する対外純資産は着実に増加し，そこから多額の投資収

益を得ることができるようになっている。現在では，日本の第一次所得収支の黒字額は貿

易収支の赤字額を上回るほどになっている。（なお，国際資本移動とそれに伴う所得の移動

については，モデルを基にした分析が第 9章で説明されている。） 

イギリスとアメリカは，共に経常収支と金融収支がマイナスである。両国とも，外国か

ら借入をすることで（ネット負債の増加）国内居住者がGDP以上の支出を可能にした結果，

経常収支が赤字になっている。 

 

 第二次所得収支・資本移転等収支  

経済取引の中には，海外居住者とみなされた労働者の本国送金や，政府間の無償資金援

助など，経済的価値の一方的な移転も存在する。その場合は，経常・資本移転という見合

い項目を利用する。経常移転は無償取引が受取国の経常支出となるもので，国際収支統計

では第二次所得収支に記録される。また，資本移転は無償取引が受取国の資本形成に貢献

するものであり，国際収支統計では資本移転等収支に記録される。 

経常移転と資本移転の例をそれぞれ見てみよう。まず，表 1－6の事例 4では，外国で長

く働き，その国の居住者とみなされた日本人が日本国内に残る家族に 5 万ドルを送金する

事例である。この場合，日本居住者は資金を外国居住者から受け取るので，金融収支の「借

方」に 5 万ドルが記録され，同時に第二次所得収支の「貸方」にもそれに対応する 5 万ド

ルが記録される。 

次に，表 1－6の事例 5では，日本政府がある途上国に貸し付けていた 200 万ドルの返済

を求めないことにする事例である。日本はこの債権を放棄して途上国に引き渡すので，こ

の金額が金融収支の「貸方」に記録され，同時に資本移転等収支の「借方」にもそれに対

応する 200 万ドルが記録される。 

先進国や経済規模の大きい国では，経常・資本移転項目の金額や対 GDP 比は国際収支統

計の中でそれほど大きくない。表 1－5中の 5カ国でも，第二次所得収支や資本移転等収支

の数値は他の項目と比べて小さい。他方，外国からの無償資金援助や海外で働く労働者か
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らの送金を多く受けている発展途上国では，これらの収支は比較的重要になる。なお，日

本の第二次所得収支や資本移転等収支はマイナス基調である。これは，日本が援助国であ

ることを反映している。 


